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令和２年度スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール研究実施報告（第３年次）（概要） 

 
 １ 研究開発課題名  
 産学官協働により災害対応型エンジニアを育成する教育プログラムの開発 
 
 ２ 研究の概要  
 平成２８年熊本地震に学ぶことから始め，防災，減災時や災害発生時にお
いて適切な対応や貢献ができる人材の育成を目指す。土木科（Ⅰ型），建築
科（Ⅱ型），インテリア科（Ⅲ型）を中心に，産学官協働のシステムを構築
するとともに，各科の連携を図りながら，災害対応型エンジニアを育成する
教育プログラムを開発する。 
（１）研究の主眼 
 ア 産学官が継続して人材育成に連携できる協働システムの構築 
 イ 創造的復興を果たすため，災害に対し適切な対応ができる人材の育成 
 ウ 教育プログラムのパッケージ化及び汎化 
（２）３科の身に付ける力 
 Ⅰ型「インフラ復旧に貢献できる力」（インフラ：土木科） 
 Ⅱ型「耐震建築の構造を理解し復興に寄与できる力」（建造物：建築科） 
 Ⅲ型「居住空間のコミュニティ促進に貢献できる力」（コミュニティ・アメニティ：インテリア科） 
 

 ３ 令和２年度実施規模  
 土木科，建築科，インテリア科の３年生を対象とした。 
 
 ４ 研究内容  
○研究計画 （指定期間満了まで。５年指定校は５年次まで記載。） 
 
 
 
 
 
 

 第１年次 
 

防災・復興について地域から求められている技術は何か把握する 
 発災後から復興にかけて何が起き，どのような取組がなされたのかを俯瞰し，震災
後の世界を立体的に捉え直すとともに，課題を発見し，その解決を導く思考法を育て
る。 

 
 
 
 
 
 

 第２年次 
 

インフラ，建造物，コミュニティ・アメニティの３分野で体験的事業を推進する 
 体験的事業を推進することで，インフラ整備能力，建造物の改善能力，そしてコミ
ュニティ・アメニティデザインの考え方といった３分野に必要な資質・能力を培う。 

 第３年次 
 

専門技術･技能，地域貢献力，復興に寄与できる力，マネジメント力を身に付ける 
 １年次，２年次の研究で明らかとなった課題を解決して教育プログラムを修正し，
経験値を上げた３年次の生徒が取り組む総仕上げの年とする。 

 
○教育課程上の特例 （該当ある場合のみ） 
 なし 
 
○令和２年度の教育課程の内容 （令和元年度教育課程表を含めること） 
 別紙添付 
 
 
 
 



○具体的な研究事項・活動内容 
(1) 第Ⅰ型 インフラ （土木科） ～ インフラ復旧に貢献できる力の育成 ～ 
 土木科では，インフラ復旧に貢献できる力の育成を目指して，ハード・ソフトの両面から先端技術に
触れ，様々な体験学習に取り組んだ。 
 
Ａ 防災マネジメントコース 
 地震や風水害などから住民の生命・財産を守る土木系公務員の視点から，公務員としての役割やハー
ド対策とソフト対策について学び，ハザードマップやマイ･タイムライン作成による自助・共助等につ
いて研究を進めた。 
【主な取組】・自然災害の原因と復旧・復興計画の関係を知る。 
      ・マイ・タイムラインを身に着け，予防的避難の手段及び方法を広める。 

 
県庁危機管理防災課訪問 

 
高大連携マイ･タイムライン研修  

３年生による１年生への講義 
 
Ｂ コンサルタントコース 
 災害発生時に現地調査･測量を行い，被害の実態を把握するドローンをはじめとする先端技術につい
て研究を進めた。 
【主な取組】・GNSS 測量による基準点測量 ・UAV 測量 ・地上レーザー測量 
      ・データの 3D 化 ・i-construction の習得 

 
ドローンによる UAV 測量 

 
地上レーザー測量 

 
i-Construction 実習 

 
Ｃ 施工技術コース 
 災害発生時に主要な道路の復旧を行う技術を学ぶとともに，災害公営住宅における被災者のための花
壇作りや，段差解消階段の設置を通して共助を高める技術について研究を進めた。 
【主な取組】・校内のアスファルト舗装補修工事 
      ・近隣福祉施設への花壇の設計・施工を行い，アメニティのある空間づくり 

近隣福祉施設への花壇施工 
 

管工事補修実習 
 

アスファルト舗装実習 



(2) 第Ⅱ型 建造物 （建築科） ～ 耐震建築の構造を理解し復興に寄与できる力の育成 ～ 
 建築科では，耐震建築の構造を理解し復興に寄与できる力の育成を目指して，設計･施工の実践的な
技術を体系的に学ぶとともに，様々な新技術の活用と防災マネジメントの研究に取り組んだ。 
 
Ａ 復興支援計画コース 
 災害からの復興支援の方法および技術の学習を行うため，災害公営住宅の建設に携われた方々の経験
等を講話していただいたり，災害公営住宅のコミュニティ施設の提案等を行った。 
【主な取組】・災害公営住宅の復興 

災害公営住宅の視察・測量 
 

災害公営住宅の模型の製作 
 

コミュニティ施設プレゼン 
 
Ｂ 耐震構造研究コース 
 建築物の非破壊試験および構造計算の基礎学習を行うため，企業等の外部講師と連携し，建築物の非
破壊試験や耐震診断・応急危険度判定等の基礎を学んだ。 
【主な取組】・耐震設計の学習 ・連携企業の指導による非破壊診断 
      ・ドローン技術の習得 ・RC 学習 ・モックアップの作成 

 
外部講師による構造計算実習 

 
非破壊試験（打診検査） 

 
非破壊試験（中性化検査） 

 
Ｃ 復興メソッド研究コース 
 炭素繊維による構造物補強技術考察と文化財の補強に関する学習を行うため，大学や企業と連携し炭
素繊維を活用した構造壁の研究を行った。また，熊本地震で被災した阿蘇神社の１／１０の模型製作を
通して，文化財の構法や耐震技術等について理解を深めた。 
【主な取組】・炭素繊維を用いた最新補強技術 ・阿蘇神社模型制作 ・現場実習 

 
炭素繊維を活用した壁の実験 

 
阿蘇神社視察 

 
阿蘇神社楼門 1/10 模型 

 
 
 



(3) 第Ⅲ型 コミュニティ・アメニティ（ｲﾝﾃﾘｱ科） ～ 居住空間のコミュニティ促進に貢献できる力の育成 ～ 
 インテリア科では，居住空間のコミュニティ促進に貢献できる力の育成を目指して，居住空間を対象
としたコミュニティやアメニティの促進に向けた研究やものづくりに取り組んだ。 
 
Ａ 避難所整備コース 
 熊本市の指定緊急避難場所となっている本校を避難所としてより良く整備することを目的に，ユニバ
ーサルデザイン化やサイン計画・製作について取り組んだ。 
【主な取組】・避難所整備 ・サイン計画 

 
校内サイン整備 

 
体育館避難所整備案 

 
体育館避難所整備案 

 
Ｂ 住宅整備コース 
 熊本地震により大きな被害を受けた益城町の災害公営住宅を対象にコミュニティを促進する家具や
公園整備の計画に取り組んだ。 
【主な取組】・災害公営住宅のコミュニティ・アメニティづくり 

 
住宅内公園コンペ案検討 

 
住民へのコンペ案説明 コンペ公開審査 

 
Ｃ まちづくり整備コース 
 本校の位置する砂取校区９町内を対象とした地域の交流に役立つものづくりや，熊本地震に関するア
ンケートを通じて，共助を育む環境づくりや防災意識向上につなげた。 
【主な取組】・熊本地震アンケートの分析 ・GIS を活用した防災マップづくり 

 
アンケート結果 

 
アンケート分析に基づく広報への報告予定文書 防災マップ 

 
 
 
 



 ５ 研究の成果と課題  
○研究成果の普及方法 （普及状況については，可能な範囲で，他校・他地域への波及効果などを記載すること） 
（１）第 30 回全国産業教育フェア大分大会  https://sanfairoita2020.com/ 

 今年度は Web 開催の形となったが，現在も公式 HP にて公開されている。12 分の発表動画やポス
ターPDF，オンライン協議の様子が動画で閲覧でき，これまでの取組や成果を公開している。 

（２）研究成果発表会（令和 2 年 12 月 15 日） 
 令和 2 年 12 月 15 日に実施した研究成果発表会にて，生徒によるポスターセッションや教師によ
るステージ発表を実施した。参加者数：計 96 人 

  運営指導委員：7 人 研究推進委員：8 人 県内高校関係者：40 人 県外高校関係者：20 人 
  企業・自治体等：18 人 県教育委員会：2 人 文部科学省：1 人 （資料送付：1 校） 
（３）学校 HP への資料掲載  https://sh.higo.ed.jp/kumakoths/SPH-1 
 
○実施による効果とその評価 （数値や客観的なデータ等も用いながら記載すること） 
（１）振り返りシートから 
 各取り組みの実施後，｢知識・技術｣，｢思考力・判断力
・表現力｣，｢学びに向かう力・人間性等｣の３観点を評価
する振り返りシートを生徒に記述させ，レポートとして提
出させた。取り組みの振り返り，知識・技術の定着，思考
の活性化及び学びの深化を図ることが目的である。裏面に
ルーブリックを掲載し，生徒の自己評価及び教師の評価を
４段階で行った。 
 各型別に見ていくと，Ⅰ型（土木科）では，１，２年生
の経験を経て目的意識は高い状態であったため，年間を通
して「学びに向かう力」は安定して高い状態を維持するこ
とができた。振り返りシートの生徒記述からも企業連携に
よる効果が高く，総合的に３年間の取り組みの成果が表
れ，高い評価を示した。 
 Ⅱ型（建築科）では，全体的に右肩上がりとなったが，
終盤に多少の落ち込みが見られるのは，学習内容が若干マ
ンネリ化したことが一因と考えられる。「思考・判断・表
現」が他の評価と比べ低いことについては，生徒の振り返
りシートの記述内容に「思考力・判断力・表現力」を読み
取れる内容が乏しかったためである。記述のポイント等の
指導を重ねることで中盤以降は改善できた。 
 Ⅲ型（インテリア科）では，「学びに向かう力」の評価
がやや低いものの，各評価とも概ね同じように伸びてき
た。Ⅲ型では，新学習指導要領による新たな評価を試行的
に実施したいと考えて 3 点満点とし，特に秀逸な場合に 4
点を与えてきた。 
 振り返りシートを活用することで、生徒に求める資質・
能力が確実に身に付いていることを生徒及び教師が客観
的に把握・共有することができた。 
 また、振り返りシートの記述において教師が適切なアド
バイスにより、評価値が向上することを実感することがで
き、指導・評価方法の研究を深めることができた。 

 
 

 
Ⅰ型（土木科） 

 
 

Ⅱ型（建築科） 

 
 

Ⅲ型（インテリア科） 

 

 
 
 



（２）生徒アンケートの結果から 
 右図は，本研究の対象であるⅠ型（土木科），Ⅱ型（建
築科），Ⅲ型（インテリア科）の３年生に対して３年間実
施したアンケートの推移である。全 20 項目のうち，主要な
4 項目を抜き出している。 
 グラフを見ると，１年生下期に比べて２年生上期で，①
及び③の項目が若干下がっている。これは，２年生上期に
３年生対象の取り組みが集中したため，２年生対象の取り
組み開始が遅れてしまったことに一因がある。しかしその
後，SPH に関連した取り組みが２年生対象にも本格化した
ことで，着実に各項目の値が伸びてきた。特に，１年生の
頃に比較的低かった②の項目についても，体験学習を繰り
返すことで着実に伸びを見せた。 
（３）研究の成果 
産学官協働の構築について  
 高大連携によって研究のテーマや取り組みの妥当性につ
いて助言等を受けることで安心感を得ることができたこと
である。教科書にないことに取り組んでいく際に，「本当にこの方向性で間違っていないか？」といっ
た不安がなくなることは大きかったと感じている。さらに企業との連携においては，最先端の知識・技
術に触れ，実規模の体験ができたという成果もあるが，実際に技術者から直接指導を受けることで，そ
の職業観や仕事に対する使命感などを，生徒たちが肌で感じていたということも大きな成果である。 
災害対応型エンジニアの育成について  
 ３年間にわたる SPH による教育プログラムによって，災害対応型エンジニアとして必要とされる資
質・能力は，上記(1),(2)からも着実に生徒に身に付いたと言える。生徒の声からも「熊本地震のときは
誰にでもできることしか自分にもできていなかったが，今は私だからできることも増えた。」等，生徒
に変容をもたらしており，将来の災害対応型エンジニアとして活躍していくことが期待される。 
教育プログラムの開発について  
 以上のことから，３年間かけて研究してきた「産学官協働により災害対応型エンジニアを育成する教
育プログラム」は，一定の成果を得ることができるプログラムとして開発をすることができた。 
 
○実施上の問題点と今後の課題 
 産学官連携を実施する前の不安材料としては，「通常の業務がある中で本校生徒の育成に時間を割い
ていただくことは迷惑ではないか。時期等も限られるのではないか」等の思いがあったが，結果的には
解決することができた。その解決の鍵となったものは，「目的の明確化」，そして「学校側の見通しの
ある計画と提案」である。1 年間を見通して目標を設定し，どの時期に何をやるのかを企業や大学等と
事前に打合せをして理解を得ることで，無理が生じることなく連携を進めることができた。 
 SPH 事業の指定期間は今年度で終了となるため，来年度以降はこれまでと同じ規模で同じ内容を続
けることはできなくなるものも出てくる。しかしながら，この３年間で築いてきた「産学官+地域」と
の連携は本校が獲得した宝である。できることとできないことを整理し，ダウンサイジングを行いなが
らも，持続的な連携の枠組みを継続していく手立てを講じていくことが今後の課題である。 

ただし，これまでの取り組みを通じて分かってきたことがいくつかある。その一つとして，「予算が
なくても外部連携は可能である」ということである。企業との連携において，地元企業から直接ものづ
くりの技術を教わる中で，その確かな技術を間近で感じ，職業観や仕事に対する姿勢などを感じ取り，
そのままその企業への入社へと繋がった例も出てきた。このことが企業側にもメリットとして捉えら
れ，学校側に予算がなくても人的・物的支援を継続できる連携体制を持続可能にする源とすることがで
きた。ありがたいことに，産学官そして地域からも同じようにこの連携体制を今後も続けて欲しいとい
う要望をいただいている。今後，各科の担当者が変わった後も持続できるような連携体制を再構築して
いく作業はここからがスタートである。  
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